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ABSTRACT 
In this study we quantitatively analyze recent trends of domestic and international collaborative 
research with universities by Japanese firms, using the database of scientific articles coauthored 
by researchers in Japanese firms and those in universities during the period of 2003-2009. The 
results show that international coauthored papers account for around 20% of total coauthored 
papers. Moreover, the largest portion of the coauthored papers is published with researches at 
universities in the United States, while papers coauthored with researchers at Chinese universities 
are rapidly increasing in recent years. Finally, large or R&D-intensive firms tend to conduct more 
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1 IHI 1 オムロン 
2 日立製作所 2 IHI 
3 三菱重工業 3 三菱重工業 
スタンフォード大学 
[2003-2005]  [2007-2009] 
1 NTT 1 NTT 
2 三菱電機 2 東芝 
3 ソニー 3 日本電気 
ケンブリッジ大学 
[2003-2005] [2007-2009] 
1 NTT 1 NTT 
2 鹿島建設 2 デンソー 
3 デンソー 3 日本電子 
テキサス大学 
[2003-2005] [2007-2009] 
1 エーザイ 1 浜松ホトニクス 
2 塩野義製薬 2 メニコン 
3 大鵬薬品 3 大鵬薬品 
ハーバード大学 
[2003-2005] [2007-2009] 
1 塩野義製薬 1 浜松ホトニクス 
2 NTT 2 NTT 
3 資生堂 3 ニチモウ 
インペリアル・カレッジ・ロンドン 
[2003-2005]     [2007-2009] 
1 帝人   1 IHI 
2 新日本製鐵   2 新日本製鐵 
3 本田技研   3 第一三共 
ソウル大学 
[2003-2005]         [2007-2009] 
1 安川電機       1 NTT 
2 ナノ炭素研究所    2 日本電気 
3 大阪瓦斯       3 日立製作所 
上海交通大学 
[2003-2005] [2007-2009] 
1 富士通 1 富士通 
2 味の素 2 日立製作所 





























                                                                















概要図表 11 売上高研究開発費比率ごとに見た各エリアの大学との国際産学共著論文を 












概要図表 12 国際産学共著論文の有無による各種研究開発活動実施割合 


























概要図表 14 海外研究開発拠点の有無ごとに見た国際産学共著論文を持つ企業 



















































































































ば Osborn et al., 1998; Rothaermel and Boeker, 2007）。企業間提携が研究開発成果に与え
る影響に関しても、提携に係わる企業間の文化的差異が成果に影響を与えることなどが明
らかになっている（Sirmon and Lane, 2004）。また、大学間の国際共同研究に関しても、
地理的な距離の近い研究パートナーとの間では共同研究が発生しやすい一方で、パートナ























































2 具体的には、機関名に"University", "College", "Institute of Technology", "Polytechnic", 






















































らの産学共著論文の出版件数を、2003 年から 2009 年の期間にわたって、年ごとに表した

























































































































日本企業の産学共著論文 49045 ( 100% )
　　　　　国内産学共著論文 40056 ( 82% )
　　　　　国際産学共著論文 8989 ( 18% )
国際産学共著論文のうち、国内大学
所属共著者を含まない論文
5283 ( 11% )
国際産学共著論文のうち、国内大学
所属共著者を含む論文






















年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
日本企業の産学共著論文 6220 6643 7114 7470 7324 7224 7050
国内産学共著論文 5050 5359 5868 6120 5993 5919 5747
国際産学共著論文 1170 1284 1246 1350 1331 1305 1303
国際産学共著論文のうち、国内大学
所属共著者を含まない論文
701 789 730 802 785 762 714
国際産学共著論文のうち、国内大学
所属共著者を含む論文












































































































































































                                                   



















工学 13537 34% 2882 32%
物理・天文学 9235 23% 2185 24%
材料科学 7896 20% 1557 17%
生化学・遺伝学・分子生物学 6006 15% 1436 16%
化学 4607 12% 923 10%
医学 4514 11% 961 11%
コンピュータ科学 4158 10% 1028 11%
化学工学 2755 7% 542 6%
薬理学・毒物学・薬剤学 2280 6% 440 5%
農学・生物科学 2097 5% 415 5%
免疫学・微生物学 1689 4% 311 3%
エネルギー 1483 4% 255 3%
数学 1348 3% 299 3%
環境科学 950 2% 266 3%
神経科学 702 2% 285 3%

























次に、2003 年から 2009 年までの期間における日本企業の産学共著論文の出版数の経時
























































































まず、2003 年から 2009 年までの期間における、日本企業の国際産学共著論文の相手先
大学所在国・地域ごとに、各学術分野の占める割合を示したものが図表 2-15である。なお、





















































産学共著論文を、共著者の所属する大学別に集計し、上位 10 校を示したものが図表 2-16
































































2003-2005 日本企業との 2007-2009 日本企業との
大学名 共著論文数 大学名 共著論文数
1 スタンフォード大学 142 1 スタンフォード大学 121
2 テキサス大学 72 2 ハーバード大学 106
2 ハーバード大学 72 3 清華大学 102
4 マサチューセッツ工科大学 60 4 カリフォルニア大学サンタバーバラ校 63
5 清華大学 59 4 上海交通大学 63
6 カリフォルニア工科大学 55 6 トロント大学 54
7 トロント大学 53 7 テキサス大学 53
8 ワシントン大学 51 8 マサチューセッツ工科大学 50
9 カリフォルニア大学バークレー校 44 9 ケンブリッジ大学 46
10 ユニバーシティー・カレッジ・ロンドン 42 10 カリフォルニア大学デービス校 42


















































































































産学共著論文を持つ企業数（サンプル全体） 1686 ( 100% )
　　　　　国際産学共著論文を持たない企業数 937 ( 56% )
　　　　　国際産学共著論文を持つ企業数 749 ( 44% )
国際産学共著論文を持つ企業のうち、
国内産学共著論文を持たない企業の数
21 ( 1% )
国際産学共著論文を持つ企業のうち、
国内産学共著論文も持つ企業の数



















































































































従業員数で見た場合にも、従業員数 300 人未満の企業群（32%）と従業員数 300 人以上
1000 人未満の企業群（32%）との間には、国際産学共著論文を持つ企業の割合に関してほ




























































































































図表 3-10 を見ると、売上高研究開発費比率が 1%未満の企業群では国際産学共著論文を










































































































































































































































第 6 章 まとめと考察 
 













































































































                                                   






タ分析への貢献－』NISTEP NOTE No.11. 
松浦寿幸・清田耕造(2004)『企業活動基本調査』パネル・データの作成・利用について： 経
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